













A Study on Management Philosophy in the Expansion Process
















































































































































会社名 工場数 総錘数 全国比 会社名 工場数 総錘数 全国比
大 阪 紡 績 ㈱ 3 49,064 5.0% 和 歌 山 紡 績 ㈱ 1 27,720 2.8%
摂 津 紡 績 ㈱ 5 125,832 12.9% 播 磨 紡 績 ㈱ 1 11,520 1.2%
大阪合同紡績㈱ 3 75,824 7.8% 倉 敷 紡 績 ㈱ 1 29,584 3.0%
福 島 紡 績 ㈱ 3 38,612 3.9% 笠 岡 紡 績 ㈱ 1 10,848 1.1%
堺 紡 績 ㈱ 2 23,808 2.4% 坂 本 合 資 会 社（吉備紡績所） 1 29,336 3.0%
岸 和 田 紡 績 ㈱ 4 65,352 6.7% 高 岡 紡 績 ㈱ 1 10,920 1.1%
共立絹絲紡績㈱ 4 52,440 5.4% 愛 媛 紡 績 ㈱ 1 10,368 1.1%
三 重 紡 績 ㈱ 9 179,604 18.4% 讃 岐 紡 績 ㈱ 1 10,728 1.1%
鐘 淵 紡 績 ㈱ 13 179,168 18.3% （１万錘以下の会社は省略）


















































































































社　名 創立年次 1901年 1907年 1910年
倉 敷 紡 績 1887年 17,974　 27,730 倉敷紡績
48,952
22,464
玉 島 紡 績 1881年 吉備紡績 13,056 坂本合資 24,974 26,488









西 大 寺 紡 績 1896年 6,388 7,022 6,557
備 前 紡 績 1896年 13,056 13,911 24,577
下 村 紡 績 1881年 3,064 4,564 3,693
笠 岡 紡 績 1894年 8,525 10,651 福島紡績 10,080
柏 崎 紡 績 1894年 半田綿行 4,801 半田綿行 4,888 半田綿行 2,856
味 野 紡 績 1896年 江商 6,835 江商 5,803
小　　計 88,848 127,088 115,743
対全国比 12.8% 8.6% 6.1%
　（出典） 東京大学社会科学研究所調査報告第11集（1970：6）により筆者作成。なお、原表は、各年次とも『農商
務統計表』による。
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注
１）  大原農業研究所は、小作俵米品評会を実施するなど農業の近代化に尽力した。大原社会問題研究所は、1949年に大内
兵衛が総長を務める法政大学に引き継がれ、現在は法政大学大原社会問題研究所として存在している。倉敷労働科
学研究所は、倉敷紡績の女工の労働衛生と保健管理を目的に設立された。
２）  倉敷紡績株式會社社史編纂委員（1953：120-127）、倉敷市史研究会（2002：462-463）、大津寄（2004：40-44）、中野
（2009：92-93）兼田（2012：58）。こうした史料及び先行研究では「買収」と表現していることが多いが、「合併」と表
現していることもある。
３）  絹川（1937：183-203）によれば、吉備紡績所とは最初の名称であり、後に吉備紡績株式会社、合資会社吉備紡績所と
組織変更をしているが、実質的には坂本金弥独自のものであったと指摘している。しかし、【史料１】の倉敷紡績との
売買契約書では、坂本合資会社の社名で契約を締結していることからすると、吉備紡績所は坂本金弥を代表社員と
する坂本合資会社の事業の1つと考えられる。
４）  山口（1970：5-8）。十基紡とは1881年から1884年の間に設立された紡績所であり、玉島紡績のほか、三重紡績（三重
県）、下村紡績（岡山県）、島田紡績（静岡県）、長崎紡績（長崎県）、遠州紡績（静岡県）、下野紡績（栃木県）、豊井紡績（奈
良県）、市川紡績（山梨県）、佐賀物産（佐賀県）がある。
５）  岡本（1993：320-326）を確認すると、玉島紡績第十七回考課状により作成された「表2　玉島紡績借入金状況（明
治23年6月末）」で、久留米の国武喜次郎（久留米絣卸商）個人からの借入13,200円が計上されている。また社債は、利
子8.5%、償還期限38年であった。
６）  第5次操業短縮（1908年1月～1910年4月）では、夜業休止や休錘が実施された。第6次操業短縮（1910年10月～1912
年9月）では、休錘や昼夜休業が実施された。
７） 東京大学社会科学研究所調査報告第11集（1970：7）
８）  1889年に設立された倉敷紡績の当初の錘数は4,472錘であったが、1892年に5,504錘、1893年に688錘、1894年に4,816
錘、1895年に6,536錘、1905年に7,568錘の増錘と設立から16年間で5回にわたって増錘を実施している。
文献一覧
太田健一（1981）.『日本地主制成立過程の研究－近畿型地主経営の分析－』,福武書店.
大津寄勝典（2004）.『大原孫三郎の経営展開と社会貢献』,日本図書センター.
大原孫三郎傳刊行会編集（1983）．『大原孫三郎傳』,中央公論事業出版.
岡本幸雄（1993）.『地方紡績企業の成立と展開　明治期九州地方紡績の経営史的研究』,九州大学出版会.
岡山県史編纂委員会（1985）.『岡山県史　第十巻　近代Ⅰ』,岡山県.
兼田麗子（2009）.『大原孫三郎の社会文化貢献』,成文堂.
兼田麗子（2012）.『大原孫三郎－善意と戦略の経営者』,中央公論社.
絹川太一（1937）.『本邦綿糸紡績史　第二巻』,日本綿業倶楽部.
倉敷市史研究会（2002）.『新修倉敷市史5　近代（上）』,倉敷市.
倉敷紡績株式會社社史編纂委員（1953）.『回顧六十五年』,倉敷紡績株式會社.
土屋喬雄（1967）.『続日本経営理念史』,日本経済新聞社.
東京大学社会科学研究所調査報告第11集（1970）.『倉敷紡績の資本蓄積と大原家の土地所有　第一部』.
中川敬一郎・由井常彦（編）（1969）『財界人思想全集1　経営理念・経営哲学　明治・大正編』,ダイヤモンド社.
中川敬一郎（1981）.『比較経営史序説』,東京大学出版会.
中野茂夫（2009）.『企業城下町の都市計画　野田・倉敷・日立の企業戦略』,筑波大学出版会.
永山卯三郎（1974）.『倉敷市史　第十一冊』,名著出版
山口和雄（1970）.『日本産業金融史研究　紡績金融篇』,東京大学出版会.
－ 11 －倉敷紡績の拡大過程における経営理念に関する考察

